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は  じ  め  に 
  

平成１８年度に障害者自立支援法が施行されて以来、道内の市町村においては、第１

期、第２期の「障害福祉計画」に基づき、地域生活支援事業など障がい福祉施策を推進

していただいていることに感謝申し上げます。 

さて、地域生活支援事業につきましては、それぞれの地域の実情に応じ市町村におい

て取り組まれてきているところですが、未だに必須事業が実施されていない地域がある

こと、利用対象等に地域によって違いがあること、さらに、その違いにより支援事業者

の事務が煩雑化していることなどの課題がある状況にあります。 

そのため国では、障害者施策の総合的かつ効果的な推進を図る必要があるとして、平

成２１年１２月に「障がい者制度改革推進本部」を設置するとともに、障がい当事者も

参画する「障がい者制度改革推進会議」を設けて、障害者自立支援法に変わる障害者総

合福祉法（仮称）の制定などに向けた検討がされているほか、昨年１２月には、障害者

福祉施策を見直すまでの間において障害者及び障害児の地域生活を支援するためとし

て、障害者自立支援法の一部改正が行われたところです。 

こうした制度改正などの動きを踏まえ、道では、市町村地域生活支援事業（主に必須

事業）などについて、各市町村で必要とされるサービスの効率的、効果的な提供がより

促進されるよう、広域的な事業実施や、複数市町村での共同実施、支援事業者の負担軽

減、ボランティアを含めた関係団体との連携など、先進的で利用者主体のサービス提供

となるよう工夫を凝らしている取組事例などを、今般、「事例集」として取りまとめま

した。 

 つきましては、この「事例集」が、今後の地域におけるサービスの充実のほか、第３

期「障害福祉計画」の作成や「地域自立支援協議会」及び北海道障がい者条例に基づく

「地域づくり委員会」における協議などおいて、少しでも参考となるとともに、「希望

するすべての障がい者が安心して地域で暮らせる社会づくり」が着実に推進されること

を期待いたします。 

 最後になりますが、編集に当たりましては、各市町村から事例及び資料などの提供に

ついて、快くご協力いただいたことにお礼申し上げます。 

 

  平成２３年３月 

 

                 北海道保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課 
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